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新韓銀行の「外国銀行代理店」業務を開始しました。

お問い合わせ先

各営業店・出張所
（東京支店、新宿出張所、上野支店、横浜支店、大阪支店、上本町支店、神戸支店、福岡支店）

営業時間　9：00～18：00（土日・祝日・年末年始を除く。）
※IP電話等、一部の電話からはおかけすることができません。
※コールセンターでは、当行の提供するサービスの品質向上およびお申出内容の確認のため、お客さまとの通話内容を
録音させていただくことがあります。

Information

預
金

新韓銀行
各支店窓口

新韓銀行の
お客さま

（書類等の受付）

SBJ銀行
各支店窓口

　当行は、親会社である新韓銀行の外国銀行代理店と
しての認可を、2011年12月9日に金融庁より取得
いたしました。これを受け、2012年1月4日より新
韓銀行の外国銀行代理店としての業務を開始してお
ります。
　これにより、日本におられる新韓銀行のお客さま
は、当行の窓口にご来店いただくことによって既存の
お取引の預金・貸付などの各種お手続を行うことが
できるようになるなど、利便性が向上いたしました。
　当行は、これからも「日韓経済の架け橋」という当
行ならではの役割を拡充するとともに、さらなる金融
商品やサービスの充実に努力し、真にお客さまのお役
に立つ「愛される銀行」を目指してまいります。

商号 株式会社新韓銀行

本店所在地 ソウル市中区太平路2街120 

従業員の数 10,827名 

信用格付 S&P：A－、Moody’s：A1、

 FITCH：A

総資産 205兆ウォン

 （約14兆7,622億円（※））

当期純利益 1兆6,483億ウォン

 （約1,184億円（※））

自己資本比率 15.9％

（2010年12月末現在）

■ 取扱い業務の概要

■ 取扱い店舗 （2011年12月22日現在）

0120-015-017 （通話料無料）
■ コールセンター

03-4560-8017 （通話料有料）
■ 携帯電話・PHSからご利用の場合

・預金に関する書類の受付および発送
・その他、上記に付随する業務に関する
書類の受付および発送
・お客さまからのお申し出による書類の
受付および発送

日本 韓国

貸
付

・貸付の期限延長等に伴う書類の受付
および発送
・お客さまからのお申し出による書類の
受付および発送

（※）為替レート：１円：13.9124ウォン（2010年12月末基準）
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顧客から愛される銀行
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社員から愛される銀行
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当行はおかげさまで、開業2周年を迎える
ことができました。2009年の開業以来、
「愛される銀行」の経営理念のもと、いつ
もお客さまを一番に考え、取り組んでまい
りました。これからも、お客さまのニーズ
にお応えできる存在でありたいとの想いを
「旬」という文字に込めました。

About the Cover Page・表紙について

SBJ銀行は「旬」なサービスをお届けしてまいります。
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　平素よりSBJ銀行をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。昨年３月に発生した東日本大震災か
ら10ヵ月が経ちましたが、福島原発事故の影響もあり、今なお、厳しい生活を余儀なくされている被災者の
方々が大勢いらっしゃいます。こうした方々に対して心からお見舞い申し上げますとともに、一日も早い復
旧・復興を祈念しております。

　さて、2009年9月14日に当行が開業してから2年余りが経過しました。この間、「愛される銀行」の経営理
念のもと、いつもお客さまを一番に考え、一所懸命に取り組んでまいりました。
　開業記念の定期預金「プレミアム定期」は、大変にご好評をいただき、多くのお客さまとお取引を始めさせ
ていただきました。2010年２月からはウォン預金の販売も開始し、金利と為替の両面でチャンスを求めるお
客さまのご要望にお応えしております。
　開業後、お客さまの利便性を高めるために、対面･非対面双方の営業チャネルを充実することに力を注い
でまいりました。対面チャネルについては、開業当初は東京・大阪・福岡の３支店でスタートしましたが、その
後に大阪上本町・上野・横浜・神戸の４支店と東京支店新宿出張所を開設し、現在では７支店１出張所にな
りました。また、両替所についても、開業当初の羽田空港国際線と博多港に加えて、羽田空港国内線と福岡
空港国際線を開設しました。
　非対面チャネルについては、昨年春にＡＴＭ網によるサービスを開始しました。秋には新宿に事務センター
を開設して、メールオーダーによる預金口座開設の常時受付、SBJダイレクト（インターネットバンキングとテ
レホンバンキング）などのサービスを開始しました。これにより、お客さまが全国どこにお住まいであっても、
郵便、電話、インターネット、ATMを通じて、預金口座の開設、入出金、振替が可能になりました（注）。
（注）振込サービスは本年７月に可能となるように努力中です。

　当行も創業期を終え、中長期的な成長を目指して、しっかりと経営基盤を確立していく時期に入りました。
このため、預金と貸出の営業活動を強化するとともに、お客さまの満足度を向上すべく、より一層、営業チャ
ネル、金融インフラ、金融商品・サービスなどの充実に努めていく所存です。
　これからも「愛される銀行」であり続けるため
に、「お客さまにご信頼いただける銀行」である
ことはもちろん、「職員が働きがいをもって楽しく
仕事をできる銀行」でもありたいと考えておりま
す。また、引き続き「日韓経済の架け橋」という当
行ならではの役割も果たしてまいります。
　役職員一人ひとりが信頼できるパートナーとし
て、真にお客さまのお役に立てるよう精一杯の努
力を続けてまいりますので、今後とも変わらぬご
愛顧とご支援をいただきますよう、よろしくお願
い申し上げます。

2012年1月
代表取締役社長

宮村　智

ごあいさつ
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新韓金融グループは、韓国内初の民間金融持株会社として、2001年9月に新韓銀行ほか4社を母体に設立されました。その
後、絶え間ない変化と革新により、韓国証券取引所とニューヨーク証券取引所に上場するなど、韓国を代表する金融グループ
に成長しております。

新韓PE 新韓金融投資 新韓マッコーリー金融諮問 新韓信用情報 済州銀行

新韓カード 新韓キャピタル 新韓生命 新韓BNPP資産運用

メキシコ

USA

カナダイギリス

ドイツ

ウズベキスタン
インド

カンボジア

シンガポール

カザフスタン

中国

ベトナム
日本

（8店舗）

韓国
（965店舗）

香港

韓国国内店舗数 965
韓国国内銀行第3位の総資産※

行員数 11,016名
※各銀行のホームページより当行調べ

100％出資

新韓金融グループは、14ヵ国、57店舗の海外ネットワークを保有しております。

当行の概要

役員一覧

資本関係 

財務ハイライト

新韓銀行ネットワーク（2011年11月30日現在）

名  　　 称
所   在   地
代   表   者
開　　　業
資 本 金 等
発行株式数
従 業 員 数

株式会社SBJ銀行  （英文）Shinhan Bank Japan
東京都港区虎ノ門四丁目3番1号 城山トラストタワー 9階
代表取締役社長　宮村 智
2009年9月14日
300億円
30,000,000,000株
163人

概 要

株式会社新韓銀行　
30,000,000,000株
100％

株　主　名
所有株式数
持 株 比 率

株主構成

羽田空港国際線両替所
〒144-0041 東京都大田区羽田空港二丁目6番5号 東京国際空港国際線旅客ターミナル3階
TEL.03-5756-6446（代） FAX.03-5756-6445
羽田空港国内線両替所
〒144-0041 東京都大田区羽田空港三丁目4番2号 東京国際空港第2旅客ターミナル1階
TEL.03-5756-6125（代）  FAX.03-5756-6127
博多港両替所
〒812-0031 福岡県福岡市博多区沖浜町14番1号 博多港国際ターミナル1階
TEL.092-263-3678（代） FAX.092-263-3679
福岡空港国際線両替所
〒812-0851 福岡県福岡市博多区大字青木739  福岡空港国際線旅客ターミナルビル3階
TEL.092-436-6600（代） FAX.092-436-6601

両 替 所

本 店

東 京 支 店

上 野 支 店

横 浜 支 店

大 阪 支 店

上本町支店

神 戸 支 店

福 岡 支 店

新宿出張所

〒105-6009 東京都港区虎ノ門四丁目3番1号 城山トラストタワー 9階 
TEL.03-6403-0505（代） FAX.03-6403-0510
〒105-6009 東京都港区虎ノ門四丁目3番1号 城山トラストタワー 9階 
TEL.03-3578-9321（代） FAX.03-3578-9355
〒110-0015 東京都台東区東上野一丁目14番4号 野村不動産上野ビル8階 
TEL.03-5812-0505（代） FAX.03-5812-0510
〒231-0012 神奈川県横浜市中区相生町三丁目56番1号 JNビル12階 
TEL.045-680-5560（代） FAX.045-680-5561
〒542-0081 大阪府大阪市中央区南船場四丁目4番21号 りそな船場ビル3階 
TEL.06-6243-2341（代） FAX.06-6243-2346
〒542-0062 大阪府大阪市中央区上本町西五丁目3番5号 上六Ｆビル6階 
TEL.06-6767-0506（代） FAX.06-6767-0525
〒650-0033 兵庫県神戸市中央区江戸町95 井門神戸ビル8階 
TEL.078-325-5605（代） FAX.078-325-5610
〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神二丁目14番13号 天神三井ビル8階 
TEL.092-724-7004（代） FAX.092-724-7003
〒160-0021 東京都新宿区歌舞伎町二丁目31番11号 第2モナミビル2階  
TEL.03-5287-1313（代） FAX.03-5287-1320

本 店
お よ び
支店所在地

宮村　智
金　載祐
辛　元植
田　弼煥

代表取締役社長
代表取締役副社長
取締役
取締役

洪　　性均
小林　英三
杉山　淳二

取締役（非常勤）
社外取締役
社外取締役

能勢　秀幸
山田　庸男
亀岡　義一

常任監査役（常勤）
社外監査役
社外監査役
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業務純益預金残高 貸出金残高

△93
2009年度
中間期

2010年度
中間期

2011年度
中間期

2009年
9月末

2010年
9月末

2011年
9月末

2009年
9月末

2010年
9月末

2011年
9月末

614 603

108,206

132,997343,731 350,817

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

一般社団法人 全国銀行協会
　〒100-8216 東京都千代田区丸の内1-3-1 全国銀行協会相談室
　TEL.0570-017109 または TEL.03-5252-3772 

指定紛争
解決機関
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プロフィール（2011年9月30日現在）
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新韓金融グループは、韓国内初の民間金融持株会社として、2001年9月に新韓銀行ほか4社を母体に設立されました。その
後、絶え間ない変化と革新により、韓国証券取引所とニューヨーク証券取引所に上場するなど、韓国を代表する金融グループ
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新宿出張所オープニングセレモニー

日本地方銀行向け開業2周年記念セミナー

韓国地方銀行向け日本金融産業セミナー

福岡空港国際線両替所

郵送・インターネット・電話による
様々なサービスを開始しました。

　2011年9月、口座開設をはじめとした各種のお手続きを郵送により行える「メールオーダー」を常設化するとともに、
海外送金先に自動で送金できる海外送金専用口座「エクスプレス送金サービス」を開始いたしました。さらに、新しくイ
ンターネットや電話でのお取引が可能となる「SBJダイレクト」を導入いたしました。
　今後も、郵送・インターネット・電話など、お客さまの利便性の向上を図ってまいります。

静岡銀行と
包括的業務提携を締結しました。

　2011年11月25日、当行は株式会社静岡銀行と包括的業務提携を
締結いたしました。
　当行は新韓銀行の協力を得て、静岡銀行の取引先に対し韓国の最新
の投資環境情報を提供するほか、韓国内の営業拠点において現地通貨
である韓国ウォン建ての融資や、外国為替等の金融支援を取次または
提供いたします。この業務提携を通じて日本国内での知名度向上を図
るとともに、国内の営業ネットワークのさらなる拡充を目指してまい
ります。

韓国および日本地方銀行向け
セミナーを開催しました。

　日韓の地方銀行との提携・連携を目指した取組みの一環として、
2011年10月17日から5日間にわたって韓国地方銀行7行16名に参
加いただき、日本金融産業セミナーを開催いたしました。また10月25
日には、日本地方銀行53行57名に参加いただいて、開業2周年記念セ
ミナーを開催いたしました。セミナーを契機として、韓国ウォン建ての
海外送金や両替、日韓企業のビジネスマッチングなど、協力関係の構築
に取り組んでまいります。

福岡空港国際線出発ロビー内に
新両替所をオープンし、
さらに、東京のコリアタウン内に
出張所をオープンしました。

　当行は、顧客サービス充実のため、営業ネットワークの拡大を図っ
ております。
　2011年7月26日、福岡空港国際線旅客ターミナルビル3階の出発
ロビー内に、福岡空港国際線両替所を開設いたしました。これによ
り、出発ロビー内での外貨両替が可能となりました。
　さらに、2011年9月29日には新宿出張所を開設いたしました。新
宿出張所は、東京の新大久保と新宿歌舞伎町の間に位置するコリアタ
ウン内にあり、「日韓経済の架け橋」という当行ならではの役割を果
たしてまいります。

西日本シティ銀行と
韓国ウォン建て送金仲介業務を開始しました。

　2011年8月8日、当行と株式会社西日本シティ銀行は、日本におい
て韓国ウォン建ての送金金額を確定したいというお客さまのニーズに
お応えするため、韓国ウォン建て送金仲介業務を開始いたしました。
　これにより、お客さまは西日本シティ銀行の店頭から韓国ウォン建
て送金をすることが可能となりました。当行は、今後も引き続き提携
機関等とのネットワークを活用し、お客さまにとって利便性の高い商
品・サービスの充実を図ってまいります。

商号 株式会社西日本シティ銀行

設立 1944年12月1日

本店所在地 福岡市博多区

 博多駅前三丁目1番1号 

資本金 857億円 

（2011年3月31日現在）

インターネットあるいは電話（コールセン
ター）で請求した書類に必要事項を記載し、
郵送することによって各種お手続きができ
ます。

■ サービスの概要
メールオーダー

海外送金専用口座を開設し、その口座に入
金することにより、あらかじめ登録した送金
先への海外送金が可能なサービスです。

エクスプレス送金サービス

インターネットあるいは電話でのお取引が可
能なインターネットバンキング・テレホンバ
ンキングサービスです。

SBJダイレクト

商号 株式会社静岡銀行

設立 1943年3月1日

本店所在地 静岡県静岡市葵区

 呉服町一丁目10番地 

資本金 908億円 

（2011年3月31日現在）
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新宿出張所オープニングセレモニー

日本地方銀行向け開業2周年記念セミナー

韓国地方銀行向け日本金融産業セミナー

福岡空港国際線両替所

郵送・インターネット・電話による
様々なサービスを開始しました。

　2011年9月、口座開設をはじめとした各種のお手続きを郵送により行える「メールオーダー」を常設化するとともに、
海外送金先に自動で送金できる海外送金専用口座「エクスプレス送金サービス」を開始いたしました。さらに、新しくイ
ンターネットや電話でのお取引が可能となる「SBJダイレクト」を導入いたしました。
　今後も、郵送・インターネット・電話など、お客さまの利便性の向上を図ってまいります。

静岡銀行と
包括的業務提携を締結しました。

　2011年11月25日、当行は株式会社静岡銀行と包括的業務提携を
締結いたしました。
　当行は新韓銀行の協力を得て、静岡銀行の取引先に対し韓国の最新
の投資環境情報を提供するほか、韓国内の営業拠点において現地通貨
である韓国ウォン建ての融資や、外国為替等の金融支援を取次または
提供いたします。この業務提携を通じて日本国内での知名度向上を図
るとともに、国内の営業ネットワークのさらなる拡充を目指してまい
ります。

韓国および日本地方銀行向け
セミナーを開催しました。

　日韓の地方銀行との提携・連携を目指した取組みの一環として、
2011年10月17日から5日間にわたって韓国地方銀行7行16名に参
加いただき、日本金融産業セミナーを開催いたしました。また10月25
日には、日本地方銀行53行57名に参加いただいて、開業2周年記念セ
ミナーを開催いたしました。セミナーを契機として、韓国ウォン建ての
海外送金や両替、日韓企業のビジネスマッチングなど、協力関係の構築
に取り組んでまいります。

福岡空港国際線出発ロビー内に
新両替所をオープンし、
さらに、東京のコリアタウン内に
出張所をオープンしました。

　当行は、顧客サービス充実のため、営業ネットワークの拡大を図っ
ております。
　2011年7月26日、福岡空港国際線旅客ターミナルビル3階の出発
ロビー内に、福岡空港国際線両替所を開設いたしました。これによ
り、出発ロビー内での外貨両替が可能となりました。
　さらに、2011年9月29日には新宿出張所を開設いたしました。新
宿出張所は、東京の新大久保と新宿歌舞伎町の間に位置するコリアタ
ウン内にあり、「日韓経済の架け橋」という当行ならではの役割を果
たしてまいります。

西日本シティ銀行と
韓国ウォン建て送金仲介業務を開始しました。

　2011年8月8日、当行と株式会社西日本シティ銀行は、日本におい
て韓国ウォン建ての送金金額を確定したいというお客さまのニーズに
お応えするため、韓国ウォン建て送金仲介業務を開始いたしました。
　これにより、お客さまは西日本シティ銀行の店頭から韓国ウォン建
て送金をすることが可能となりました。当行は、今後も引き続き提携
機関等とのネットワークを活用し、お客さまにとって利便性の高い商
品・サービスの充実を図ってまいります。

商号 株式会社西日本シティ銀行

設立 1944年12月1日

本店所在地 福岡市博多区

 博多駅前三丁目1番1号 

資本金 857億円 

（2011年3月31日現在）

インターネットあるいは電話（コールセン
ター）で請求した書類に必要事項を記載し、
郵送することによって各種お手続きができ
ます。

■ サービスの概要
メールオーダー

海外送金専用口座を開設し、その口座に入
金することにより、あらかじめ登録した送金
先への海外送金が可能なサービスです。

エクスプレス送金サービス

インターネットあるいは電話でのお取引が可
能なインターネットバンキング・テレホンバ
ンキングサービスです。

SBJダイレクト

商号 株式会社静岡銀行

設立 1943年3月1日

本店所在地 静岡県静岡市葵区

 呉服町一丁目10番地 

資本金 908億円 

（2011年3月31日現在）











(　　　 　　　)(　　　 　　　)

（単位：百万円）

科　目
平成22年度中間期

自 平成22年4月  1日 （ 至 平成22年9月30日 ）
平成23年度中間期

自 平成23年4月  1日 （ 至 平成23年9月30日 ）
営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 455 591
減価償却費 95 71
のれん償却費 300 300
貸倒引当金の増減（△） 275 161
賞与引当金の増減（△） 38 30
退職給付引当金の増減（△） 7 4
資金調達費用 2,470 2,274
資金運用収益 △ 4,631 △ 4,652
有価証券関係損益（△） △ 61 △ 44
資金調達による支出 △ 711 △ 765
資金運用による収入 3,132 3,424
貸出金の純増（△）減 △ 15,098 △ 9,634
預金の純増減（△） 23,877 16,745
借用金の純増減（△） △ 2,528 △ 75
預け金（中央銀行預け金を除く）の
純増（△）減 △ 9,870 3,477

コールローンの純増（△）減 △ 4,000 5,000
コールマネーの純増減（△） ― △ 900
外国為替（資産）の純増（△）減 4,646 △ 13,718
外国為替（負債）の純増減（△） 1 418
その他 △ 284 △ 182
小計 △ 1,884 2,526
法人税等の支払額 △ 51 △ 641
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 1,936 1,884

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 6,505 △ 3,013
有価証券の償還による収入 2,424 1,598
有形固定資産の取得による支出 △ 121 △ 129
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 4,202 △ 1,544

現金及び現金同等物に係る換算差額 29 59
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 6,108 399
現金及び現金同等物の期首残高 9,767 1,715
現金及び現金同等物の中間期末残高 3,659 2,114

中間キャッシュ・フロー計算書
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	１.	 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法
による償却原価法(定額法)、その他有価証券のうち時価のある
ものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法(売却
原価は主として移動平均法により算定)、時価を把握すること
が極めて困難と認められるものについては移動平均法による
原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差
額については、全部純資産直入法により処理しております。

	 2.	 デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

	 3.	 固定資産の減価償却の方法
（1）	有形固定資産

有形固定資産の減価償却は、建物については定額法、その
他については定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次の通りであります。
建 物　  2年～53年
その他　2年～20年

（2）	無形固定資産
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、の
れんについては、5年間の定額法により償却を行っており
ます。

	 4.	 引当金の計上基準
（1）	貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の
通り計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸
倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会
銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定する正常先債権
及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類
ごとに分類し、将来発生が見込まれる損失率を合理的に見
積もり、予想損失額に相当する額を引き当てております。
破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。

なお、破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につ
いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額を引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部
署の協力のもとに資産査定部署が資産査定を実施しており、
その査定結果により上記の引当を行っております。

（2）	賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従
業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属す
る額を計上しております。

（3）	退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当中
間期末における退職給付債務(簡便法による期末自己都合
要支給額)を計上しております。

	 5.	 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を
付しております。

	 6.	 ヘッジ会計の方法
金利リスク・ヘッジ
金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法と
して時価ヘッジを適用しております。その他有価証券に区分し
ている固定金利の債券の相場変動を相殺するヘッジにおいて
は、個別にヘッジ対象を認識し、金利スワップ取引等をヘッジ
手段として指定しております。ヘッジ対象とヘッジ手段に関す
る重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行ってい
るため、高い有効性があるとみなしており、これをもって有効
性の判定に代えております。

	 7.	 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間貸
借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け
金であります。

	 8.	 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

重要な会計方針（平成23年度中間期）

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤
謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」

（企業会計基準第24号平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び
誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第24号平成21年12月4日）を適用しております。

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第14号）に基づき、当中間会計期間の「貸倒引当金戻
入益」及び「償却債権取立益」は、「その他経常収益」に計上しており
ますが、前中間会計期間については遡及処理を行っておりません。

追加情報（平成23年度中間期）

（中間貸借対照表関係）
	１.	 貸出金のうち、延滞債権額は1,782百万円であります。
		  なお、延滞債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継

続していること、その他の事由により元本又は利息の取立て又
は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸
出金であります。

	２.	 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は1,929百万円であります。
		  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上遅延債権（元本又
は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している
貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもの）に該当し
ないものであります。

	 3.	 延滞債権額、貸出条件緩和債権額の合計額は3,711百万円であり
ます。

	 4.	 担保に供している資産は次の通りであります。
担保に供している資産

有価証券	 2,500百万円
手形貸出金の約束手形	 11,278百万円

担保資産に対する債務
コールマネー	 3,500百万円
借用金	 −百万円

その他資産のうち保証金は268百万円であります。
	 5.	 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、

顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付
けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未
実行残高は、5,728百万円であります。このうち契約残存期間
が1年以内のものが1,161百万円あります。

注記事項（平成23年度中間期）
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		  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもの
であるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来の
キャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の
拒絶又は契約限度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。

		  また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保
を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に
基づき顧客の状況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与
信保全上の措置等を講じております。

	 6.	 有形固定資産の減価償却累計額	 375百万円

（中間損益計算書関係）
「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額161百万円を含んでお
ります。

（中間株主資本等変動計算書関係）
発行済株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度期首

株式数
当中間会計期間

増加株式数
当中間会計期間

減少株式数
当中間会計期間末

株式数 摘要
発行済株式

普通株式 30,000,000 − − 30,000,000
合計 30,000,000 − − 30,000,000

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）
	 1.	 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間貸

借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け
金であります。 

	 2.	 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に記載
されている科目の金額との関係は次の通りであります。

		  現金預け金	 216,502百万円
日本銀行預け金を除く預け金	 △214,387百万円
現金及び現金同等物	 2,114百万円

（金融商品関係）
金融商品の時価等に関する事項

平成23年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこ
れらの差額は、次の通りであります。なお、時価を把握すること
が極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めてお
りません。〔（注2）参照〕
また、中間貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、
記載を省略しております。

（単位 : 百万円）
中間貸借対照表

計上額 時価 差額
（1）	現金預け金 216,502 226,178 9,676
（2）	コールローン 1,000 1,000 −
（3）	有価証券 23,018 23,114 96
 	 満期保有目的の債券 22,211 22,307 96
 	 その他有価証券 806 806 −

（4）	貸出金 132,997
	 貸倒引当金（※） △ 2,408

130,588 130,613 25
（5）	外国為替（※） 34,656 34,656 −
資産計 405,765 415,562 9,797

（1）	預金 350,817 359,981 9,164
（2）	コールマネー 3,500 3,500 −
（3）	借用金 25,146 25,170 24
負債計 379,463 388,652 9,188
デリバティブ取引
　ヘッジ会計が適用されていないもの △ 14 △ 14 −
　ヘッジ会計が適用されているもの 472 472 −
デリバティブ取引計 458 458 −

	 	（※）	貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控
除しております。なお、外国為替に対する貸倒引当金につい
ては、 重要性が乏しいため、 中間貸借対照表計上額から直
接減額しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取
引に関する事項

資　産
（1）	現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、 当該帳簿価額を時価としております。満期のある預
け金については、預入期間に基づく区分ごとに、新規に預け金
を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を
算定しております。なお、残存期間が短期間(1年以内)のものは、
時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。

（2）	コールローン
コールローンは、残存期間が短期間(1年以内)であり、時価は帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
ります。

（3）	有価証券
債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に
よっております。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については

「(有価証券関係)」に記載しております。
（4）	貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない
限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類
及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同
様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時
価を算定しております。なお、残存期間が短期間(1年以内)のも
のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等につ
いては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積
高を算定しているため、時価は中間決算日における中間貸借対
照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似してお
り、当該価額を時価としております。

（5）	外国為替
外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金(外国他店預け)、外国
為替関連の短期貸付金(外国他店貸)、輸出手形・旅行小切手等

（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付(取立外国為替)であ
ります。これらは、満期のない預け金、又は残存期間が短期間(1
年以内)であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。

負　債
（1）	預金

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額
(帳簿価額)を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、
一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り
引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預
金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預
入期間が短期間(1年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

（2）	コールマネー
コールマネーは、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
ります。

（3）	借用金
借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当行の信用状態は実行後大きく異なっていないこ
とから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当
該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一
定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様
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の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定
しております。なお、残存期間が短期間(1年以内)のものは、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と
しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、後記「デリバティブ取引関係」に
記載しております。

(注2)	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次
の通りであり、金融商品の時価情報の「資産(3)その他有価証
券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区分 中間貸借対照表計上額

①非上場株式(※1) 280
②組合出資金(※2)	 475
合計 756

（※1）	非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握する
ことが極めて困難と認められることから時価開示の対象
とはしておりません。

（※2）	組合出資金については、組合財産が非上場株式など時価
を把握することが極めて困難と認められるもので構成さ
れているため、時価開示の対象とはしておりません。

（有価証券関係）
	 1.	 満期保有目的の債券 (平成23年9月30日現在)	

（単位：百万円）

種類 中間貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が中間貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 2,503 2,523 20
その他 17,308 17,388 80
小計 19,811 19,912 100

時価が中間貸借対照表
計上額を超えないもの

その他 2,400 2,395 △ 4
小計 2,400 2,395 △ 4

合計 22,211 22,307 96

	 2.	 その他有価証券 (平成23年9月30日現在)
（単位：百万円）

種類 中間貸借対照表
計上額 償却原価 差額

中間貸借対照表計上額が
償却原価を超えるもの

その他 806 764 41
小計 806 764 41

中間貸借対照表計上額が
償却原価を超えないもの

その他 − − −
小計 − − −

合計 806 764 41

（注）	時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券
（単位：百万円）

区分 中間貸借対照表計上額
①非上場株式 280
②組合出資金	 475
合計 756

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極
めて困難と認められることから、「その他有価証券」には含めて
おりません。

（1株当たり情報）
1株当たりの純資産	 0円97銭
1株当たり中間純利益金額	 0円00銭

（セグメント情報等）
当中間会計期間（自　平成23年4月1日　至　平成23年9月30日）
【セグメント情報】
当行は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しており
ます。
【関連情報】
	1.	 製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
貸出業務 預け金業務 外国為替業務 その他 合計

経常収益 1,642 2,577 193 709 5,122

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
	 2.	 地域ごとの情報

（1）経常収益
（単位：百万円）

日本 韓国 その他 合計
1,899 2,911 312 5,122

（注）1.一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しておりま
す。

      2.経常収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類
しております。

（2）有形固定資産
当行の有形固定資産は全て本邦にあるため、記載を省略してお
ります。

	 3.	 主要な顧客ごとの情報
（単位：百万円）

顧客の名称
又は氏名 経常収益 関連する

セグメント名
株式会社　新韓銀行 2,537 −

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
当行は銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しており
ます。
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
当行は銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しており
ます。
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
該当ありません。
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金融経済環境
　　　　　

　当中間期における世界経済は、欧州の政府債務問題の表
面化や、米国における家計バランスシート調整の継続、新興
国の経済成長率の鈍化等、厳しい状況が続いております。国
内においては、東日本大震災後の経済への影響は徐々に改
善傾向を見せているものの、電力供給の制約懸念等もあり
不透明な状況が続いている他、中小企業や家計部門は依然
として厳しい状況が続いております。　　　
事業の経過及び成果
　　　　　

　こうした中、当行では引き続き貸出増強に取り組む他、郵
送による預金口座開設の常設化や新しい送金サービスの取
扱い、ＡＴＭ利用時間の拡大等、お客さまへの利便性の向上
に繋がるサービスを実施してまいりました。さらに対面
チャネルを充実させるべく、5月の神戸支店開設に続き、
7月には福岡空港に両替所を開設した他、9月には新宿に出
張所を開設いたしました。
　今後もインターネット・バンキングやテレホン・バンキング
等、お客さまのニーズに応えるべく、商品サービス等の一層の
拡充を図ってまいります。　　　
損益の状況
　　　　　

　当中間期の損益の状況につきましては、経常収益が前年
同期比72百万円増加し、5,122百万円となりました。うち資
金運用収益は20百万円増加し4,651百万円となり、役務取
引等収益、その他業務収益はそれぞれ202百万円、254百万
円となりました。これは主に、貸出金利息を中心とした資金
運用収益や手数料収益である役務取引等収益が増加したこ
とによるものでございます。
　一方、経常費用は前年同期比77百万円減少し、4,531百万

円となりました。うち資金調達費用は196百万円減少し
2,274百万円となり、役務取引等費用は32百万円となりま
した。これは主に、預金利率の低下に伴い預金利息が減少し
たことによるものでございます。
　この結果、経常利益は前年同期比149百万円増加し、591
百万円となりました。また税引前中間純利益、中間純利益は
それぞれ591百万円、241百万円となりました。　　　
資産及び負債の状況
　　　　　

　当中間期の資産及び負債の状況につきましては、総資産
が前年度末比18,773百万円増加し、418,810百万円とな
りました。うち現金預け金は3,078百万円減少し216,502
百万円、有価証券は1,382百万円増加し23,774百万円、貸
出金は9,634百万円増加し132,997百万円、外国為替は
13,718百万円増加し34,949百万円となりました。
　一方、総負債は前年度末比18,552百万円増加し、389,466
百万円となりました。うち預金は16,745百万円増加し
350,817百万円、借用金は75百万円減少し25,146百万円と
なりました。　　　
キャッシュ・フローの状況
　　　　　

　当中間期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動
によるキャッシュ・フローが1,884百万円の収入となりま
した。
　投資活動によるキャッシュ・フローは1,544百万円の支
出となりました。
　財務活動によるキャッシュ・フローは、変動がございませ
んでした。
　以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は
2,114百万円となりました。

事業の概況

（注）	1．「単体自己資本比率」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基
準」（平成18年金融庁告示第19号）に基づき算出しております。なお、当行は国内基準を採用しております。

	 2．「従業員数」は、受入出向者は含み、派遣社員を除いております。

主要経営指標等 （単位：百万円）

平成21年度中間期 平成22年度中間期 平成23年度中間期 平成21年度 平成22年度
経常収益 260 5,050 5,122 4,669 9,912
経常利益又は経常損失（△） △ 124 441 591 △ 193 900
中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失（△） △ 123 158 241 △ 1,213 324
資本金 10,000 10,000 15,000 10,000 15,000
発行済株式数（普通株式） 20,000 百万株 20,000 百万株 30,000 百万株 20,000 百万株 30,000 百万株
純資産額 19,901 18,947 29,343 18,733 29,122
総資産額 176,055 392,717 418,810 369,182 400,037
預金残高 114,255 343,731 350,817 319,853 334,071
貸出金残高 92,301 108,206 132,997 93,107 123,363
有価証券残高 5,214 19,570 23,774 5,997 22,391
1株当たり純資産額 0 円 99 銭 0 円 94 銭 0 円 97 銭 0 円 93 銭 0 円 97 銭
1株当たり中間（当期）純利益金額又は1株当たり中間（当期）純損失金額（△） 0 円 00 銭 0 円 00 銭 0 円 00 銭 △ 0 円 06 銭 0 円 01 銭
単体自己資本比率 17.06% 11.06% 15.16％ 12.19% 16.29%
従業員数 103 人 137 人 163 人 124 人 141 人

主要な経営指標の推移

21

業績の概況



（注）	1．資金運用収益及び資金調達費用の（　）内の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息です。

2．業務粗利益率=　　　　　　　　　　   　×　　　　　  ×100資金運用勘定平均残高
業務粗利益

183
 365

業務粗利益 （単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用収支 641 1,518 2,160 948 1,428 2,377
資金運用収益 （1,630）

3,062 3,199 4,631 （1,433）
3,145 2,939 4,651

資金調達費用 2,421 （1,630）
1,680 2,470 2,197 （1,433）

1,510 2,274
役務取引等収支 △ 19 138 119 53 116 169

役務取引等収益 16 153 169 70 131 202
役務取引等費用 35 14 49 17 15 32

その他業務収支 759 △ 512 247 6 248 254
その他業務収益 759 54 813 6 248 254
その他業務費用 0 566 566 ― ― ―

業務粗利益 1,381 1,145 2,526 1,008 1,793 2,801
業務粗利益率 0.77% 0.89% 1.32% 0.54% 1.43% 1.42%

部門別収益の内訳

国内業務部門 （単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定 （230,693）
355,569

（1,630）
3,062 1.71% （223,436）

365,674
（1,433）

3,145 1.71%
うち貸出金 103,459 1,346 2.59% 126,086 1,634 2.58%
うち有価証券 3,048 5 0.37% 3,243 5 0.36%
うちコールローン 4,054 19 0.93% 4,062 23 1.15%
うち買入金銭債権 ― ― ― ― ― ―

資金調達勘定 340,069 2,421 1.42% 339,918 2,197 1.28%
うち預金 334,951 2,379 1.41% 332,036 2,162 1.29%
うちコールマネー 1,718 3 0.36% 4,793 8 0.36%

国際業務部門 （単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定 256,360 3,199 2.48% 249,715 2,939 2.34%
うち貸出金 150 2 3.40% 732 7 2.02%
うち有価証券 14,800 169 2.28% 20,476 208 2.03%
うちコールローン 152 0 0.50% ― ― ―
うち買入金銭債権 152 ― ― ― ― ―

資金調達勘定 （230,693）
256,360

（1,630）
1,680 1.30% （223,436）

249,715
（1,433）

1,510 1.20%
うち預金 3,118 18 1.20% 6,312 54 1.71%
うちコールマネー ― ― ― ― ― ―

合計 （単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

資金運用勘定 381,236 4,631 2.42% 391,953 4,651 2.36%
うち貸出金 103,610 1,348 2.59% 126,819 1,642 2.58%
うち有価証券 17,849 175 1.96% 23,720 214 1.80%
うちコールローン 4,207 19 0.92% 4,062 23 1.15%
うち買入金銭債権 ― ― ― ― ― ―

資金調達勘定 365,735 2,470 1.34% 366,197 2,274 1.23%
うち預金 338,069 2,398 1.41% 338,349 2,216 1.30%
うちコールマネー 1,718 3 0.36% 4,793 8 0.36%

（注）	1．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を控除して表示しております。
            平成22年度中間期　国内業務部門　578百万円　国際業務部門　16百万円　合計　595百万円
            平成23年度中間期　国内業務部門　636百万円　国際業務部門　20百万円　合計　656百万円
	 2．（　）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。

資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高等
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（単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用勘定
残高による増減 2,952 3,128 4,445 86 △ 78 127
利率による増減 △ 26 △ 20 △ 23 △ 3 △ 181 △ 106
純増減 2,926 3,108 4,421 83 △ 260 20

資金調達勘定
残高による増減 2,338 1,643 2,375 △ 0 △ 40 2
利率による増減 7 13 15 △ 223 △ 129 △ 199
純増減 2,346 1,657 2,390 △ 224 △ 169 △ 196

（注）	残高および利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減に含めて記載しております。

受取利息・支払利息の分析

（単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
給料・手当 832 906
福利厚生費 12 18
減価償却費 395 371
土地建物機械賃借料 158 170
消耗品費 22 28
給水光熱費 7 8
旅費 8 19
通信費 29 49
広告宣伝費 13 22
諸会費・寄付金・交際費 45 57
租税公課 43 49
機械保守費 9 10
その他 234 339
合計 1,812 2,053

営業経費の内訳

（単位：%）

平成22年度中間期 平成23年度中間期

総資産利益率 経常利益率 0.22 0.29
中間純利益率 0.08 0.11

純資産利益率 経常利益率 4.67 4.03
中間純利益率 1.67 1.64

1．総資産利益率=　　　　　　　　　　　×　　　　　×100総資産平均残高
利益

183
 365

2．純資産利益率=                                   　　　　　　　　　　　      ×　　　　 ×100（期首純資産の部合計＋中間期末純資産の部合計）÷2
利益

183
 365

利益率

（単位：%）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

資金運用利回り（A） 1.71 2.48 2.42 1.71 2.34 2.36
資金調達利回り（B） 1.42 1.30 1.34 1.28 1.20 1.23
資金粗利鞘（A）－（B） 0.29 1.18 1.08 0.43 1.14 1.13

利鞘
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中間期末残高 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

流動性預金 13,046 ― 13,046 13,594 ― 13,594
定期性預金 325,056 ― 325,056 326,110 ― 326,110

固定金利定期預金 325,056 ― 325,056 326,110 ― 326,110
変動金利定期預金 ― ― ― ― ― ―

その他の預金 500 5,128 5,628 0 11,112 11,112
計 338,602 5,128 343,731 339,705 11,112 350,817
譲渡性預金 ― ― ― ― ― ―
合計 338,602 5,128 343,731 339,705 11,112 350,817

平均残高 （単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

流動性預金 15,238 ― 15,238 12,593 ― 12,593
定期性預金 318,940 ― 318,940 319,085 ― 319,085

固定金利定期預金 318,940 ― 318,940 319,085 ― 319,085
変動金利定期預金 ― ― ― ― ― ―

その他の預金 771 3,118 3,890 358 6,312 6,670
計 334,951 3,118 338,069 332,036 6,312 338,349
譲渡性預金 ― ― ― ― ― ―
合計 334,951 3,118 338,069 332,036 6,312 338,349

（注）	1．	流動性預金とは、当座預金＋普通預金＋通知預金であります。
	 2．	固定金利定期預金とは、預入時に満期日までの利率が確定する定期預金であります。
	 3．	変動金利定期預金とは、預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金であります。

預金科目別残高

中間期末残高 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末

固定金利
定期預金

変動金利
定期預金 合計 固定金利

定期預金
変動金利
定期預金 合計

3ヵ月未満 3,560 ― 3,560 76,049 ― 76,049
3ヵ月以上6ヵ月未満 518 ― 518 19,082 ― 19,082
6ヵ月以上1年未満 4,856 ― 4,856 39,131 ― 39,131
1年以上2年未満 108,910 ― 108,910 109,704 ― 109,704
2年以上3年未満 45,224 ― 45,224 21,383 ― 21,383
3年以上 161,847 ― 161,847 60,586 ― 60,586
合計 324,917 ― 324,917 325,937 ― 325,937

定期預金の残存期間別残高
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中間期末残高 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

手形貸付 44,976 107 45,083 46,016 81 46,098
証書貸付 61,173 87 61,260 82,855 1,148 84,003
当座貸越 ― ― ― 2,680 ― 2,680
割引手形 1,861 ― 1,861 215 ― 215
合計 108,011 195 108,206 131,767 1,230 132,997

平均残高 （単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

手形貸付 47,489 106 47,595 45,231 202 45,434
証書貸付 55,559 44 55,604 78,482 529 79,012
当座貸越 ― ― ― 2,257 ― 2,257
割引手形 410 ― 410 115 ― 115
合計 103,459 150 103,610 126,086 732 126,819

貸出科目別残高

中間期末残高 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
固定金利 変動金利 合計 固定金利 変動金利 合計

1年以下 13,732 52,904 66,637 19,537 67,607 87,145
1年超3年以下 4,898 15,179 20,077 6,945 14,898 21,843
3年超5年以下 ― 3,969 3,969 16,070 3,385 19,456
5年超7年以下 15,646 31 15,677 366 1,136 1,503
7年超 555 1,288 1,844 ― 368 368
期間の定めのないもの ― ― ― 555 2,125 2,680
合計 34,833 73,372 108,206 43,476 89,521 132,997

貸出金の残存期間別残高

（単位：百万円）

平成22年9月末　 平成23年9月末
自行預金 23,233 19,222 
有価証券 403 299 
債権 ― ― 
商品 ― ― 
不動産 39,140 44,610 
財団 ― ― 
その他 10,208 4,636 
小計 72,986 68,769 
保証 35,220 51,012 
信用 ― 13,215 
合計

（うち劣後特約貸出金）
108,206

（―）
132,997

（―）

貸出金の担保別内訳
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（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
金額 構成比 金額 構成比

預金 6 0.42% ― ―
債権 ― ― ― ―
商品 ― ― ― ―
不動産 19 1.38% ― ―
その他 ― ― ― ―
小計 25 1.80% ― ―
保証 1,403 98.20% 1,749 100.00%
信用 ― ― ― ―
合計 1,429 100.00% 1,749 100.00%

支払承諾見返の担保別内訳

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
設備資金 34,334 47,466
運転資金 73,871 85,531
合計 108,206 132,997

貸出金の使途別残高

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
金額 構成比 金額 構成比

製造業 682 0.63% 1,361 1.02%
農業 ― ― ― ―
林業 ― ― ― ―
漁業 ― ― ― ―
鉱業 ― ― ― ―
建設業 331 0.31% 319 0.24%
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―
情報通信業 30 0.03% 583 0.44%
運輸業 606 0.56% 1,538 1.16%
卸売・小売業 5,981 5.53% 9,991 7.51%
金融・保険業 18,975 17.54% 25,146 18.91%
不動産業 26,103 24.12% 29,646 22.29%
各種サービス業 44,754 41.36% 59,543 44.77%
地方公共団体 ― ― ― ―
その他 10,740 9.92% 4,867 3.66%
計 108,206 100.00% 132,997 100.00%
特別国際取引勘定分 ― ― ― ―
合計 108,206 100.00% 132,997 100.00%

貸出金の業種別内訳

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
中小企業等に対する
貸出金残高 105,210 115,264

貸出金残高に占める割合 97.23% 86.66%
（注）		中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業、物品

賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

中小企業等に対する貸出金残高
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（単位：%）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

預貸率（末残） 31.89 3.80 31.47 38.78 11.07 37.91
預貸率（平残） 30.88 4.83 30.64 37.97 11.60 37.48

預貸率

（単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
平成22年9月末 期中の増減額 平成23年9月末 期中の増減額

一般貸倒引当金 2,148 99 2,338 144
個別貸倒引当金 334 176 379 17
特定海外債権引当金 ― ― ― ―
合計 2,482 275 2,718 161

貸倒引当金

該当ありません。

貸出金償却

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
破綻先債権 ― ―
延滞債権 1,553 1,782
3ヵ月以上延滞債権 ― ―
貸出条件緩和債権 2,173 1,929
合計 3,726 3,711

リスク管理債権

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
破産更生債権及び
これらに準ずる債権 90 256

危険債権 1,465 1,528
要管理債権 2,173 1,929
正常債権 122,613 165,679
合計 126,343 169,393

（注）	上記は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づくものであります。

金融再生法開示債権

該当ありません。

特定海外債権残高
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該当ありません。

商品有価証券の平均残高

（単位：百万円）

平成22年9月末

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計
国債 ― ― 2,504 ― ― ― ― 2,504
地方債 ― ― ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
株式 ― ― ― ― ― ― 280 280
その他の証券 831 15,202 ― 751 ― ― ― 16,785

うち外国債券 831 15,202 ― 422 ― ― ― 16,457
うち外国株式 ― ― ― ― ― ― ― ―
合計 831 15,202 2,504 751 ― ― 280 19,570

（単位：百万円）

平成23年9月末

1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計
国債 ― ― 2,503 ― ― ― ― 2,503
地方債 ― ― ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
社債 ― ― ― ― ― ― ― ―
株式 ― ― ― ― ― ― 280 280
その他の証券 6,897 13,617 ― 475 ― ― ― 20,990

うち外国債券 6,897 13,617 ― ― ― ― ― 20,514
うち外国株式 ― ― ― ― ― ― ― ―
合計 6,897 13,617 2,503 475 ― ― 280 23,774

有価証券の残存期間別残高

中間期末残高 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

国債 2,504 ― 2,504 2,503 ― 2,503
地方債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社債 ― ― ― ― ― ―
株式 280 ― 280 280 ― 280
その他の証券 328 16,457 16,785 475 20,514 20,990

うち外国債券 ― 16,457 16,457 ― 20,514 20,514
うち外国株式 ― ― ― ― ― ―
合計 3,113 16,457 19,570 3,259 20,514 23,774

平均残高 （単位：百万円）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

国債 2,504 ― 2,504 2,503 ― 2,503
地方債 ― ― ― ― ― ―
短期社債 ― ― ― ― ― ―
社債 ― ― ― ― ― ―
株式 280 ― 280 280 ― 280
その他の証券 263 14,800 15,063 459 20,476 20,936

うち外国債券 ― 14,800 14,800 ― 20,476 20,476
うち外国株式 ― ― ― ― ― ―
合計 3,048 14,800 17,849 3,243 20,476 23,720

有価証券の種類別残高
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該当ありません。

売買目的有価証券

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
種類 中間貸借対照表計上額 時価 差額 中間貸借対照表計上額 時価 差額

時価が中間貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 2,504 2,528 24 2,503 2,523 20
その他 14,389 14,461 72 17,308 17,388 80
小計 16,893 16,990 96 19,811 19,912 100

時価が中間貸借対照表
計上額を超えないもの

その他 ― ― ― 2,400 2,395 △ 4
小計 ― ― ― 2,400 2,395 △ 4

合計 16,893 16,990 96 22,211 22,307 96

その他有価証券 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
種類 中間貸借対照表計上額 償却原価 差額 中間貸借対照表計上額 償却原価 差額

中間貸借対照表計上額が
償却原価を超えるもの

その他 1,762 1,680 81 806 764 41
小計 1,762 1,680 81 806 764 41

中間貸借対照表計上額が
償却原価を超えないもの

その他 305 347 △ 41 ― ― ―
小計 305 347 △ 41 ― ― ―

合計 2,067 2,027 40 806 764 41

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「その他有価証券」には含めておりません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
中間貸借対照表計上額 中間貸借対照表計上額

非上場株式 280 280
組合出資金 328 475
合計 609 756

該当ありません。

金銭の信託関係

中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次の通りであります。
（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
評価差額 3 △ 8

その他有価証券 3 △ 8
（△）繰延税金負債 1 ―
その他有価証券評価差額金 2 △ 8

その他有価証券評価差額金

（単位：%）

平成22年度中間期 平成23年度中間期
国内業務部門 国際業務部門 合計 国内業務部門 国際業務部門 合計

預証率（末残） 0.91 320.88 5.69 0.95 184.61 6.77
預証率（平残） 0.91 474.65 5.27 0.97 324.40 7.01

預証率

中間貸借対照表の「有価証券」が含まれております。

有価証券の時価等
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　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごと、ヘッジ会計の方法別の中間決算日
における契約額又は契約において定められた元本相当額及び時価並びに当該時価の算定方法は、次の通りです。
なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
1）金利関連取引 （単位：百万円）

ヘッジ会計の方法　 種類
平成22年9月末 平成23年9月末

時価 時価契約額等 うち1年超過 契約額等 うち1年超過
ヘッジ対象に係る
損益を認識する方法

金利スワップ
受取変動・支払固定 1,219 1,219 △ 39 800 500 △ 14

合計 1,219 1,219 △ 39 800 500 △ 14
（注）	1．	主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号)に基づき、時価ヘッジに

よっております。
	 2．	時価の算定
			  店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデルにより算定しております。

2）	通貨関連取引
	 該当ありません。
3）	株式関連取引
	 該当ありません。
4）	債券関連取引
	 該当ありません。
5）	商品関連取引
	 該当ありません。
6）	クレジットデリバティブ関連取引
	 該当ありません。

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの中間決算日における契約額又は
契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次の通りです。
なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
1）	金利関連取引
	 該当ありません。

2）通貨関連取引 （単位：百万円）

区分 種類
平成22年9月末 平成23年9月末

時価 評価損益 時価 評価損益契約額等 うち1年超過 契約額等 うち1年超過

店頭
為替予約

売建 9,781 ― 395 395 25,930 ― 464 464
買建 1,339 ― 7 7

合計 9,781 ― 395 395 472 472
（注）	1．	上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 2．	時価の算定
			  店頭取引につきましては、割引現在価値等により算定しております。

3）	株式関連取引
	 該当ありません。
4）	債券関連取引
	 該当ありません。
5）	商品関連取引
	 該当ありません。
6）	クレジットデリバティブ関連取引
	 該当ありません。

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
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　自己資本比率は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当
であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に基づき、算出しております。
なお、当行は国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法、オペレーショナル・リスク相当額
の算出においては基礎的手法を採用するとともに、マーケット・リスク相当額を不算入としております。

単体自己資本比率（国内基準） （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末

基本的項目（Tier1）
資本金 10,000 15,000

うち非累積的永久優先株 ― ―
新株式申込証拠金 ― ―
資本準備金 10,000 15,000
その他資本剰余金 ― ―
利益準備金 △ 1,055 △ 647
その他利益剰余金 ― ―
その他 ― ―
自己株式（△） ― ―
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） ― ―
その他有価証券の評価差額（△） ― ―
新株予約権 ― ―
営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） 2,350 1,750
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△） ― ―
※繰延税金資産の控除前の［基本的項目］計（上記各項目の合計額） ― ―
※繰延税金資産の控除金額（△） ― ―

［基本的項目］計 	  （A） 16,594 27,602
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 ― ―

（基本的項目に対する割合） ― ―
補完的項目（Tier2）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 ― ―
一般貸倒引当金 993 1,186
負債性資本調達手段等 ― ―

うち永久劣後債務 ― ―
うち期限付劣後債務及び期限付優先株 ― ―

補完的項目不算入額（△） ― ―
［補完的項目］計	  （B） 993 1,186

自己資本総額（A）＋（B）	 （C） 17,587 28,788
控除項目	 （D） ― ―
自己資本額

自己資本額（C）－（D）	 （E） 17,587 28,788
リスク・アセット額

資産（オン・バランス）項目 149,694 177,700
オフ・バランス取引等項目 2,631 3,879

信用リスク・アセットの額 152,325 181,579
オペレーショナル・リスク相当額を8％で除して得た額 6,557 8,252

（参考）オペレーショナル・リスク相当額 524 660
合計	 （F） 158,882 189,831
自己資本比率
単体自己資本比率（国内基準）（E）／（F） 11.06% 15.16%
参考：Tier1比率（国内基準）（A）／（F） 10.44% 14.54%

自己資本の構成に関する事項
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5） 単体総所要自己資本額 （単位：百万円）

所要自己資本額
平成22年9月末 平成23年9月末

信用リスク（標準的手法） 6,093 7,263
オペレーショナル・リスク

（基礎的手法） 262 330

単体総所要自己資本額 6,355 7,593

（注）	1．	所要自己資本の額＝リスク・アセット×4％
	 2．	「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、国際決済銀行等のことです。
	 3．	「3ヵ月以上延滞等」とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
	 4．	当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスクにおいては標準的手法を、オペレーショナル・リスクにおいては基礎的手法を採用しております。
	 5．	総所要自己資本額＝自己資本比率の分母の額×4%	

2）	株式等エクスポージャーに係る信用リスクに対する所要自己資本の額等
	 平成22年9月末：24百万円　　平成23年9月末：30百万円

3）	信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャーに係る
　 信用リスクに対する所要自己資本の額
	 該当ありません。	

4）	マーケット・リスクに対する所要自己資本の額等
	 該当ありません。	

1） 信用リスクに対する所要自己資本の額 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

資産（オン・バランス）項目
（ⅰ）ソブリン向け ― ― ― ―
（ⅱ）金融機関等向け 54,368 2,174 54,200 2,168
（ⅲ）法人等向け 89,967 3,598 115,176 4,607
（ⅳ）中小企業等・個人向け ― ― ― ―
（ⅴ）抵当権付住宅ローン向け ― ― ― ―
（ⅵ）3ヵ月以上延滞等 407 16 ― ―
（ⅶ）その他 4,951 198 8,323 332
証券化エクスポージャー ― ― ― ―

資産（オン・バランス）計 149,694 5,987 177,700 7,108
オフ・バランス取引等 2,631 105 3,879 155
合計 152,325 6,093 181,579 7,263

自己資本の充実度に関する事項
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（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
信用リスク・エクスポージャー中間期末残高 3ヵ月

以上延滞
エクス

ポージャー

信用リスク・エクスポージャー中間期末残高 3ヵ月
以上延滞
エクス

ポージャー
うち

貸出金等
うち

有価証券
うち

デリバティブ
うち

貸出金等
うち

有価証券
うち

デリバティブ
国内 111,124 108,011 3,113 ― 407 135,026 131,767 3,259 ― 374
国外 27,653 195 16,457 11,000 ― 50,258 1,230 20,514 28,513 ―

地域別合計 138,777 108,206 19,570 11,000 407 185,285 132,997 23,774 28,513 374
ソブリン向け 2,504 ― 2,504 ― ― 2,503 ― 2,503 ― ―
金融機関向け 35,559 15,646 8,912 11,000 ― 55,354 15,646 11,194 28,513 ―
法人向け 11,149 2,995 8,154 ― ― 21,946 12,626 9,320 ― ―
中小企業等・
個人向け 78,824 78,824 ― ― 407 104,725 104,725 ― ― 374

抵当権付
住宅ローン向け ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 10,740 10,740 ― ― ― 756 ― 756 ― ―
取引相手の別合計 138,777 108,206 19,570 11,000 407 185,285 132,997 23,774 28,513 374

1年以下 77,669 66,637 831 10,200 407 122,093 87,145 6,935 28,013 374
1年超 60,827 41,569 18,458 800 ― 60,230 43,172 16,558 500 ―
期間の定めの
ないもの等 280 ― 280 ― ― 2,961 2,680 280 ― ―

残存期間別合計 138,777 108,206 19,570 11,000 407 185,285 132,997 23,774 28,513 374

（注）	1．	格付にかかわらず、リスク・ウェイトが定められているエクスポージャーについては、「格付無し」に計上しております。
	 2．	エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。

（単位：百万円）

告示で定める
リスク・ウェイト
区分

エクスポージャーの額
平成22年9月末 平成23年9月末

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
0％ ― 30,616 ― 27,962
10％ ― 28 ― 67
20％ ― 274,914 ― 271,498
35％ ― ― ― ―
50％ ― 3,672 ― 4,626
75％ ― ― ― ―
100％ ― 95,979 ― 125,911
150％ ― 271 ― ―
350％ ― ― ― ―
自己資本控除 ― ― ― ―
合計 ― 405,482 ― 430,065

6）	標準的手法が採用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごとの
	 信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残高、並びに資本控除した額

4）	一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の中間期末残高及び期中の増減額
	 P27の「貸倒引当金」に記載しております。

5）	業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額
	 該当ありません。	

1）	信用リスク・エクスポージャーの中間期末残高及びエクスポージャーの主な種類別の内訳
2）	信用リスク・エクスポージャーの中間期末残高のうち、地域別、取引相手の別、
	 残存期間別の区分ごとの額及びそれらのエクスポージャーの主な種類別の内訳
3）	3ヵ月以上延滞エクスポージャーの中間期末残高又は
	 デフォルトしたエクスポージャーの中間期末残高

信用リスクに関する事項
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1）	信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額
2）	保証又はクレジット・デリバティブが適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
平成22年9月末 平成23年9月末

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 29,324 ―
現金及び自行預金 19,088 20,004
金 ― ―
適格債券 ― ―
適格株式 ― ―
適格投資信託 ― ―

適格金融資産担保合計 19,088 20,004
適格保証 10,236 12,426
適格クレジット・デリバティブ ― ―

適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計 10,236 12,426

信用リスク削減手法に関する事項

3）	与信相当額（担保による信用リスク削減手法の効果の勘案前） （単位：百万円）

種類及び取引の区分 平成22年9月末 平成23年9月末
派生商品取引 103 275

外国為替関連取引及び金関連取引 99 272
金利関連取引 4 2
株式関連取引 ― ―
貴金属関連取引（金関連取引を除く） ― ―
その他のコモディティ関連取引 ― ―

クレジット・デリバティブ ― ―
長期決済期間取引 ― ―

合計（Ａ） 103 275
グロス再構築コストの額の合計額（Ｂ） 415 479

グロスのアドオンの合計額（Ｃ） 103 275
（Ｂ）+（Ｃ） 519 754

4）	担保の種類別の額
	 該当ありません。　

5）	与信相当額（担保による信用リスク削減手法の効果の勘案後） （単位：百万円）

種類及び取引の区分 平成22年9月末 平成23年9月末
派生商品取引 103 275

外国為替関連取引及び金関連取引 99 272
金利関連取引 4 2
株式関連取引 ― ―
貴金属関連取引（金関連取引を除く） ― ―
その他のコモディティ関連取引 ― ―

クレジット・デリバティブ ― ―
長期決済期間取引 ― ―

合計（Ａ） 103 275
グロス再構築コストの額の合計額（Ｂ） 415 479

グロスのアドオンの合計額（Ｃ） 103 275
（Ｂ）+（Ｃ） 519 754

1）	与信相当額の算出に用いる方式
	 カレント・エクスポージャー方式

2）	グロス再構築コストの額の合計額
	 平成22年9月末：415百万円　　平成23年9月末：479百万円	

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
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6）	与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額
	 該当ありません。

7）	信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元本額
	 該当ありません。

当行は、告示第39条に基づき、自己資本比率の算式にマ－ケット・リスク相当額を算入していないため、該当ありません。

マーケット・リスクに関する事項

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
売却益 ― ―
売却損 ― ―
償却 ― ―

2）	出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
評価損益 2 △ 8

3）	中間貸借対照表で認識され、かつ、中間損益計算書で認識されない評価損益の額

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
評価損益 96 96

4）	中間貸借対照表及び中間損益計算書で認識されない評価損益の額

1）	出資等又は株式等エクスポージャーの中間貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
中間貸借対照表計上額 時価 中間貸借対照表計上額 時価

上場株式等 ― ― ― ―
非上場株式等 280 ― 280 ―
その他出資等 328 ― 475 ―
合計 609 ― 756 ―

銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

該当ありません。

信用リスク・アセットにみなし計算が適用されるエクスポージャーの額

（単位：百万円）

平成22年9月末 平成23年9月末
金利リスク量 29 225

（注）	1．	VaR計測手法（分散・共分散法）
	 2．	信頼区間99％、保有期間240日、観測期間1年

銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使用した
金利ショックに対する損益又は経済的価値の増減額

該当ありません。

証券化エクスポージャーに関する事項
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銀行法施行規則第19条の2に基づく開示項目

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく開示項目

【概況及び組織に関する事項】
大株主一覧………………………… 2
【主要な業務に関する事項】
事業の概況………………………… 21
経常収益…………………………… 21 
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中間純利益………………………… 21
資本金・発行済株式総数… ………… 21
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有価証券残高……………………… 21
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その他業務収支…………………… 22
資金運用・調達勘定の
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預金平均残高……………………… 24
定期預金残存期間別残高………… 24
貸出金平均残高…………………… 25
貸出金残存期間別残高…………… 25
貸出金等担保別残高……………… 25
貸出金使途別残高………………… 26
貸出金業種別残高等……………… 26
中小企業等向貸出金残高等……… 26
特定海外債権残高………………… 27
預貸率……………………………… 27

商品有価証券平均残高…………… 28
有価証券残存期間別残高………… 28
有価証券平均残高………………… 28
預証率……………………………… 29
【財産の状況】
中間貸借対照表…………………… 14
中間損益計算書…………………… 15
中間株主資本等変動計算書……… 16
リスク管理債権…………………… 27
自己資本充実の状況………… 31-35
有価証券時価情報………………… 29
金銭の信託時価情報……………… 29
デリバティブ取引時価情報……… 30
貸倒引当金内訳…………………… 27
貸出金償却額……………………… 27

資産査定の公表…………………… 27

　本誌は、「銀行法第21条」及び「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第7条」に基づく開示項目を以下の
ページに記載しております。
　当行は、信託業務連結情報に関する事項に該当ありません。

開示規定項目一覧表

http://www.sbjbank.co.jp/

トップページ

〒105-6009 東京都港区虎ノ門四丁目3番1号 城山トラストタワー9階 
TEL.03-6403-0505（代） FAX.03-6402-8555
http://www.sbjbank.co.jp/

株式会社SBJ銀行

　当行は、適切かつ公平な情報提供を目指し、インターネッ
トを活用した情報開示も積極的に展開しております。
　また、当行をご理解いただくための様々な情報を発信し
ておりますので、是非ご活用ください。

ホームページのご案内

■ 企業情報：
社長ご挨拶、沿革、SBJ銀行の概要、経営理念など
■ 商品一覧
■ サービス一覧
■ 広報：プレスリリース、韓国留学Q&A、韓国情報館
■ ディスクロージャー：
決算公告、ディスクロージャー誌、金融円滑化への取組み、
財務・業績の概況、CSRの取組み

SBJ銀行
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新韓銀行の「外国銀行代理店」業務を開始しました。

お問い合わせ先

各営業店・出張所
（東京支店、新宿出張所、上野支店、横浜支店、大阪支店、上本町支店、神戸支店、福岡支店）

営業時間　9：00～18：00（土日・祝日・年末年始を除く。）
※IP電話等、一部の電話からはおかけすることができません。
※コールセンターでは、当行の提供するサービスの品質向上およびお申出内容の確認のため、お客さまとの通話内容を
録音させていただくことがあります。

Information

預
金

新韓銀行
各支店窓口

新韓銀行の
お客さま

（書類等の受付）

SBJ銀行
各支店窓口

　当行は、親会社である新韓銀行の外国銀行代理店と
しての認可を、2011年12月9日に金融庁より取得
いたしました。これを受け、2012年1月4日より新
韓銀行の外国銀行代理店としての業務を開始してお
ります。
　これにより、日本におられる新韓銀行のお客さま
は、当行の窓口にご来店いただくことによって既存の
お取引の預金・貸付などの各種お手続を行うことが
できるようになるなど、利便性が向上いたしました。
　当行は、これからも「日韓経済の架け橋」という当
行ならではの役割を拡充するとともに、さらなる金融
商品やサービスの充実に努力し、真にお客さまのお役
に立つ「愛される銀行」を目指してまいります。

商号 株式会社新韓銀行

本店所在地 ソウル市中区太平路2街120 

従業員の数 10,827名 

信用格付 S&P：A－、Moody’s：A1、

 FITCH：A

総資産 205兆ウォン

 （約14兆7,622億円（※））

当期純利益 1兆6,483億ウォン

 （約1,184億円（※））

自己資本比率 15.9％

（2010年12月末現在）

■ 取扱い業務の概要

■ 取扱い店舗 （2011年12月22日現在）

0120-015-017 （通話料無料）
■ コールセンター

03-4560-8017 （通話料有料）
■ 携帯電話・PHSからご利用の場合

・預金に関する書類の受付および発送
・その他、上記に付随する業務に関する
書類の受付および発送
・お客さまからのお申し出による書類の
受付および発送

日本 韓国

貸
付

・貸付の期限延長等に伴う書類の受付
および発送
・お客さまからのお申し出による書類の
受付および発送

（※）為替レート：１円：13.9124ウォン（2010年12月末基準）

経営理念
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株主から愛される銀行

社員から愛される銀行

CONTENTS

当行はおかげさまで、開業2周年を迎える
ことができました。2009年の開業以来、
「愛される銀行」の経営理念のもと、いつ
もお客さまを一番に考え、取り組んでまい
りました。これからも、お客さまのニーズ
にお応えできる存在でありたいとの想いを
「旬」という文字に込めました。

About the Cover Page・表紙について

SBJ銀行は「旬」なサービスをお届けしてまいります。
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2012年1月発行

環境負荷の少ない「植物
油インキ」を使用してい
ます。

適切に管理された森林の木
材を原料として生産された紙
を使用しています。

印刷時に有害な廃液が出な
い「水なし印刷」で印刷して
います。

この冊子の印刷・製本に係る CO2
は PROJECT-With the Earth を通
じてオフセット（相殺）しています。

見やすく読みまちがえにく
いユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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